
Ⅰ. はじめに

　法制審議会は、平成21年10月28日の総会で法務大臣から民法（債権法）改正の諮問を受け、

民法（債権関係）部会（鎌田薫部会長）を設置して、その審議を開始した。

　これを受け、社団法人日本クレジット協会では、「債権法改正に係る研究会」（後藤巻則座 

長）を設置し、法制審議会民法（債権関係）部会に平成21年11月24日第1回に示された検討
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4 　信義則等の一般条項に基づく類型別の判例法理の明文化は、規範的要件の構造にも鑑み、慎
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事項の一例（メモ）（部会資料2）及びその他に考えられる論点の27項目にわたって詳細な意

見書1）を作成し、これを法務省及び法制審議会の部会に提出をした。小職は、その研究会の

委員として、また、事務局として意見書の起案に関与させていただいたが、本稿では、その

意見書を参照しつつも、民法（債権法）改正の総論的及び鳥瞰的な問題について、私見を述

べるものである2）。

Ⅱ. 債権法改正に至る基本的方向性と検討プロセス

1　2つの研究会

　民法学界では、まず、民法学者に加え、弁護士その他の実務家等も参加する民法改正研究

会（加藤雅信代表、以下「改正研究会」という。）が活動を開始し、その成果は、「民法改正・

国民・法曹・学界有志案・仮案の提示」3）として公表されている。

　他方、有力な多数の民法学者を中心に商法及び民事訴訟法学者を加え、また、法務省民事

局中心のメンバーを事務局とする民法（債権法）改正検討委員会（鎌田薫委員長、以下「検

討委員会」という。）が平成18（2006）年10月7日に設置され、平成21（2009）年3月31日

に「債権法改正の基本方針」4）が取り纏められた。

　いうまでもなく、他にも民法学者からの民法（債権法）改正に関する提言は多々あるものの、

大きな流れとしては、この2つの研究会があって、民法（債権法）改正の基本的方向の対立

軸についての論点を浮き彫りにしている。

2　基本的方向の相違

　すなわち、2つの研究会の基本的方向についても、いくつかの指摘がなされているが、私

見によれば、民法（債権法）を現代化するという基本点では一致をし、その展開として、次

の2点でも、基本的方向は一致しているものと思われる。

　①　市民に分かりやすいものにすること。

　②　確立した判例法理を明文化すること。

　しかし、改正研究会が現行民法で社会に支障を生じていないとの認識の下に、「現行民法典

との連続性」を理念とするのに対し、検討委員会は、「契約法や債権法の世界的・地域的統一

傾向への対処」を理念とし、この点が大きな対立軸であると考えられている。その相違もあ

って、改正研究会の改正法試案の条文数は少ないのに対し、検討委員会の改正提案は、抜本

的な改正であり、条文数、法文量も相当に増加することになる。
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3　あるべき改正の基本的方向性

　私は、この点に関しては、国際的ハーモナイゼーションを目指す抜本的改正を支持するも

のである。

　すなわち、好むと好まざるとに拘わらず、現実としてグローバリゼーションが進行する中

で、我が国ひとり孤立をし、ガラパゴス化5）をするわけにはいかない6）。

　そのような中で、他の拙稿 7）でも論じたが、平成21（2009）年4月に、我が国政府は、官

民を挙げた国際経済協力の重要分野の一つとしてアジアを中心とする法制度整備支援を掲げ

るに至っている。これには、学界はいうまでもなく、最高裁、法務省そして日弁連も、かね

てから各国の法制度整備支援の協力をしてきたところである。世界的に契約法及び債権法の

統一の動きもあり、これらの動きを踏まえて、我が国としては、世界に範たる民法を目指す

べきである。

　ただ、そのことによって、我が国の社会に悪影響を及ぼすことや混乱を生じさせることが

あってはならないことはいうまでもない。これから議論すべきは、各論的にどうするかとい

う大作業である。

4　適切な検討プロセス

　以上のような基本的な見地に立つとき、法務省及び検討委員会が採られたプロセスは、誠

に適切であったと考える。

　ちなみに、検討委員会の活動に対しては、今は、陰を潜めたものの、当初は、実務家の意

見を聴かないで民法改正の議論をするものとの批判が弁護士界を中心に散見された。しかし、

その批判は当たらない。

　すなわち、国民の経済活動に多大な影響を及ぼす基本中の基本法というべき民法典の債権

法の大改正に取り組むのであるから、相当の事前準備がなされるべきである 8）。前述の国際

的な見地に立って抜本改正を目指す以上は、比較法の見地も踏まえ、かつ、体系的な視点が

必要である。そして、それを最もよくなしうるのは研究者であって、実務家ではない。また、

民法（債権法）改正法案は、極めて技術的なものというべきであるから、いくら国民の声に

基づくべきものとしても、議員立法ではなく、内閣提出法案とするべきものである。そうす

ると、これを担当すべき法務省民事局としては、研究者に論点を提示して調査及び議論を依

頼し、また、研究者の議論の動向とその成果を調査するべく、研究会の事務局を勤めること

もあるべきことである。そこで、有力な民法学者及び関係する商法及び民事訴訟法の学者を

中心とする研究会での議論の成果を得て、それを一つの叩き台として実務界が検討をし、法

改正要望を調整していくというプロセスが最も適切である9）。
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　そして、検討委員会解散後、法制審議会民法（債権関係）部会の審議開始後は、実務界か

らの意見聴取と調整のプロセスが現に実行され、また、今後も予定されているものと考えら

れ、我が国の民法（債権法）改正は、誠に適切なプロセスを辿っているということができる

と考える。

Ⅲ. 債権法改正の基本的方向性と留意点

　ところで、前述の法改正の基本的方向性であるが、実務法曹としての私としては、法改正

に際してなお留意してもらいたいことがある。ちなみに、以下は、本稿の性質上、検討委員

会の基本方針に対し、総論的又は各論的に反対し、又は注文を付けることばかりを記すこと

になるが、基本方針の多くには賛成であることも、ここに付記させていただく。

1　市民に分かりやすいものにするということについて

　市民に分かりやすく、読んで分かる民法にするという点は、前述の二つの研究会がともに

共通の理念とする。基本的にこの点に異議はない。

　（1）　正確性と明確性

　しかし、他方で、法は厳格なものであるとともに、奥深きものである。ましてや、基本中

の基本というべき民法の各概念は、借用概念10）として、おびただしい他の法律の前提となっ

ている11）。したがって、法の基本というべき①概念（定義）、②法律要件、③法律効果の各要

素については、正確かつ明確であるべきである。そして、実務法曹としては、民事実体要件

としての④立証責任の所在も明確にするべきものと考える。すなわち、立証責任の所在は、

その規定の適用可能性の結論を左右する重要な要素であるから、その規定の賛否の意見を述

べるのに重大な影響のある事項であるからである。したがって、中間試案の意見照会がなさ

れる段階においては、できる限りその点も明らかにしてもらいたいと考える。

　ちなみに、現行民法は、これらを正確かつ明確に記述しているとは言い難いから、これら

を実現すれば記述量が多くなることは避けられない。また、正確さを重んじて長文になれば、

法律学の素養のない一般市民にとっては、読みづらくもなろう。それは、実は、法律家にと

っても同様であろう。しかし、法律家も例えば保険に加入する際に保険約款を熟読する気が

しないのと同様に、一般市民が自己の問題と無関係に民法の条文を通読したりはしない。民

法を勉強しようと思えば、入門書ないし概説書を読むであろうし、また、そうするべきであ

る。要は、問題となっている部分を読んだときに、法規範を明確に知りうることが重要であ
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り、これは、法律家にとっても、一般市民にとっても同様であり、また、その社会すなわち

我が国全体の安定にとって重要なことである。

　我が国もここ十数年、リーガライゼーション（法化社会化）が進行している12）。司法改革

により、弁護士人口も飛躍的に増大中であるし、司法書士法の改正により、市民に身近な法

律家13）として司法書士も一定の法律相談と訴訟代理権を取得した。市民の各種法律問題に法

律家の補助の必要は増すとともに、それに応える環境の整備もなされつつある。

　そこで、民法（債権法）の改正に際しては、他の法律への影響にも鑑み、上記4要素が正

確かつ明確であることが我が国にとって最も重要なことであると考える次第である。分かり

やすさは、平易な文体を用いたり、法命題を分析的に記載する等の工夫で配慮をするべきで

あろう14）。

　（2）　一般法としての民法のあり方

　法の正確性と明確性の要請に関する問題として、そもそも民法を基本的にいかに捉えるか

との問題もある。

　すなわち、私（達）は、民法を「私法の一般法」として捉えてきた 15）。しかし、近時、民

法学界等では、私法の一般法であるとともに、「市民社会における市民相互の関係を規律する」

ものと捉えられるようになってきている16）。「市民」や「規律」という概念には色々議論があ

るところであるが、民法は、事業者ではない個人相互間のいわゆるCtoCのみならず、BtoC及

びBtoBの法律関係にも適用される。民法が私法の一般法であるがゆえの抽象性は、一般に承

認されているところと考えられるが、今回の民法（債権法）改正に際しても、その点を貫く

べきものと考える。そこで、法律にあっては、社会科学の中でも規範的価値判断が入って来

ざるを得ない結果、限界はあると思われるものの、民法（債権法）は基本中の基本である一

般法であることから、できる限り、数学や論理学の公理や定理のように、価値中立的に正確

かつ明確なものであることが望まれる。

2　確立した判例法理を明文化することについて

　この点についても、一般論として異論はないものの、各論的には異論のある論点があるし、

また、一般に確立した判例法理といわれているものであっても、信義則や権利濫用等の一般

条項に係るものについては、本来は当該事案の具体的事例に基づく事例判例というべきもの

であり、かかる一般条項に係る判例法理を類型化して民法に記載すべきかどうかについては、

別個の検討を要する。
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　（1）　確立した判例法理と異なる改正提案の例

　例えば、確立した判例法理と異なる改正提案がなされている例としては、検討委員会の

【3.1.3.30】〈4〉がある。すなわち、差押えと相殺の優先関係については、最判昭和45年6月24

日民集24巻6号587頁がいわゆる無制限説を採用したものと評される確立した判例法理とい

うべきであり、実務もこれに依拠して安定した法運用がなされてきたと考えられている。検

討委員会の【3.1.3.30】〈4〉の提案の趣旨では、弁済期を操作する濫用的な相殺対抗を禁止す

る趣旨の提案とされる17）が、正当な相殺の期待を奪う事例の方が圧倒的に多くなり、実務に

大きな混乱をもたらすおそれがある。権利濫用の禁止等の一般条項を明文化して取り込むこ

とに関しては、以下に述べるとおり、安易に行うべきものではないと考える。また、確立し

た判例法理と異なる改正提案をする場合には、その問題点と改正提案の合理性という立法事

実について、相当に説得的な主張立証の責任があるというべきであろう。

　（2）　一般条項に係る判例法理に関する改正提案の例

　また、例えば、一般条項に係る後者の例としては、検討委員会の【1.5.02】〈2〉は、公序良

俗違反に関し、その第2項に暴利行為に関する規定を新設することとされている。これは、

大判昭和9年5月1日民集13巻875頁の裁判例を参照しての提案とされている18）。これは、必

ずしも確立した判例法理を明文化するものではなく、近時の下級審裁判例及び学説を受けて

の提案とされているが、当該大審院判例が「著しい」「過当な利益の獲得を」「目的」とする

場合と厳格な要件を設けているのに対し、単に「不当な利益を取得する」ことと極めて緩や

かな要件とする提案となっており、著しく適用範囲を拡大するものとなっている。「不当」と

いう概念は、法的な視点での概念とはいえず、客観的な基準を欠いて法的安定性を害し、濫

訴の弊害をもたらすおそれがある。よって、【1.5.02】〈2〉の提案には反対せざるをえない19）。

Ⅳ. 一般条項に係る類型を明文化することの問題点

　信義誠実の原則、権利濫用の不許、公序良俗違反の無効等の一般条項は、いずれも要件事

実論でいうところの規範的要件20）に係るものである。そして、規範的要件に係る主張立証は、

まずその規範的要件の規範的評価を根拠付ける具体的事実（評価根拠事実）が主張かつ立証

されないと成立せず、その評価根拠事実が認められても、それに対する評価障害事実が主張

かつ立証されれば、結局その一般条項の法律効果が障害されるという構造を持つ。

　裁判は、そもそも、いうまでもなく個別具体的事例の下における判断である。しかし、最

高裁判所の判決で一般化しうる法理は、狭義の「判例」21）として、実務上、規範としての価
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値を持つ。ただ、最高裁判所の裁判例といえども、記述的な要件に関するものではなく、上

記のような一般条項に係るものについては、いわゆる事例判例として、その射程範囲が常に

問題となる。

　一方、我が国の裁判所は、一般条項の適用に関して比較的慎重な傾向があるようにも思わ

れ、もう少し一般条項を適用してもよいのではないかと思われる場面がBtoBの場面において

もあると感じる。かかる観点からは、信義則違反等の規範的要件に係る事案の類型を明文化

して、裁判所に積極的な判断を促すということに意味があるとも考えられる。

　しかしながら、相当程度に類型化が行われ、一般的に見える判示がなされた論理であって

も、それを明文化することは危険である。すなわち、一定の類型に該当したとしても、具体

的な事実関係（事情）の下に、その事情を踏まえて規範的評価が成り立つものであって、規

範的評価を基礎付けうるいくつかの要素（事実）があるからといって、異なる事実関係（事情）

の下では必ずしも当該規範的評価が成立することにはならないからである。

　また、当該規範的評価が成り立つ場合の法律効果も検討する必要がある。請求権等の法律

効果が成立した場合に対する攻撃防御方法の法律効果は、「障害」、「消滅」及び「阻止」の3

種類であるが、信義則違反の場合は、障害のほかに阻止にとどまる場合もあり、また、権利

濫用の法律効果は、障害ではなく、阻止にとどまる22）。すなわち、「障害」は、無効という法

律効果をもたらすが、「阻止」は、当該事案において当該攻撃防御方法を主張することができ

ないという法律効果をもたらすにすぎない。すなわち、一般条項違反についての法律効果に

ついては、その事案の下における個別性が強いものであるから、これを一般化して強い法律

効果を認めるべきものではないのである。そのことにも留意する必要がある。

　英米法は、基本法が成文法ではなく、判例法の国であるが、コモン・ローのほかに、エク

イティ・ロー（衡平法）の範疇が存する。我が国においても、信義則等の規範的要件である

一般条項の領域は、これと同様ではなかろうか。英米においても、エクィティ・ローが明文

化されていないのと同様に、一般条項の諸類型の明文化は本来困難であり、かつ妥当な立法

手段とはいえない。一般条項に係る規範は、具体的事例に即した例外的救済として、裁判所

と訴訟当事者とが主張と判断とを通じて「法の発見」に努めるべき事項ではないかと考える。

Ⅴ. 消費者契約法の一般法化・統合等の問題点

　総論的な大きなテーマとして、検討委員会の基本方針では、消費者契約法の一般法化と統

合とが提案されている。

　しかし、民法の基底性等の観点から、私は、これには反対である。
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　すなわち、消費者保護の理念が民法に混入すると、価値中立的であるべき民法の基底性を

ゆがめるおそれがあると同時に、迅速な立法対応による消費者保護の方策に資することとな

らないおそれもあるからである。この後者の点に関しては、今後、我が国の民法も頻繁に改

正をするべきであるとの反論もなされているが、借用概念として他の多くの法律にも影響を

及ぼす民法の改正が頻発するようでは、我が国全体の法的安定性を欠くこととなりかねない。

1　消費者保護の実効性確保

　消費者保護は、別途、一般的な消費者契約法によるほか、取引の実情に配慮しつつ、刑事法、

行政法及び民事法の各要素を入れた個別の法律で行うことがそのエンフォースメント（実効

性確保）に資する。ちなみに、私は、司法研修所の民事弁護教官をしていた時に、実質的意

義における消費者保護法の体系を図解して最終講義で話したことがある。すなわち、左に民

法を描き、右に刑法を描き（中央が行政法の領域である。）、それにまたがる様々なパターン

の消費者保護法を示した。消費者保護は、民法によってその実効性確保が図られているもの

では決してない。個別の消費者保護法において、厳密な定義を置き、その他定義除外や適用

除外の規定を置くことによって取引の実情等に配慮しつつ、さまざまな木目細かい行為規制

を置き、これを刑事罰、行政処分を含む行政罰で担保しつつ、時に必要とされる民事ルール

も置いて、その実効性確保が図られているのである。消費者の日々の消費行動ですら、民法

の精神が基底にはあるものの、現実に民法によってその保護が図られているというわけでは

ない。例えば、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（JAS法）であったり、

工業標準化法（JIS法）であったり、その政省令を含め、実に様々かつ詳細な法令により、消

費者の日々の売買取引等の保護の実効性確保が図られているのである。

2　我が国の消費者と消費者保護

　私は、我が国の実質的な意義における消費者保護法は、既に相当の充実をみているといっ

てよいのではないかと思っている。もっとも、今後とも、消費者保護法を充実させて、不断

に発生する消費者被害の対応とその防止を図っていく必要があることはいうまでもない。た

だ、振り込め詐欺や、いわゆる次々販売等、心痛む消費者被害は、刑事犯の摘発を強化する

べきであるという問題であったり、逃げ隠れする悪質な業者から資産を取り戻せないという

事実上の問題であったりで、民法自体に欠陥があるからではない。振り込め詐欺に対しては、

「犯罪利用預金口座等に係る資金による被害回復分配金の支払等に関する法律」の制定で、

次々販売に対しては「特定商取引に関する法律」や割賦販売法の改正等、様々な方法で対応

してこそ、その防止と被害の回復に実効性を持つ。民法の規制を強化して優良な我が国企業
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全般の活動を制約し、又は高いコストを要することになるとすれば、却って消費者の利益を

害し、角を矯めて牛を殺す結果となりかねない。実際に、規制が強化された業界では、事業

者の廃業や統合が進み、寡占化の傾向が生じる。貸金業法及び割賦販売法の改正で規制が著

しく強化された消費者信用の業界では、この傾向が著しく顕著であり、また、利用者を正常

な取引社会からヤミ金融に追いやることにもなっている。そして、社会問題となっているク

レジット・カードのショッピング枠の現金化が頻発するという現象も、その実態は、利用者

をヤミ金融業者に走らせるものである 23）。民法に規制法的な要素を入れることによって、直

ちに深刻な問題を生じさせることになるものとは考えられないが、高コスト体質といわれる

我が国の企業にさらにコスト負担を強いることとなって、消費者の利益及び国益を害するこ

とになると思われる。

3　割賦販売法にみる消費者保護の方策

　我が国の割賦販売法は、刑事、行政、民事の各法分野の方策を木目細かく規定して、消費

者保護を図る消費者保護法の典型であり、かかる観点から、あるべき消費者保護の方策の立

法論を考えてみたい。

　（1）　割賦販売法自体の不適用・適用除外

　まず、割賦販売法の各種消費者保護の規定については、割賦販売法の複雑な定義規定（第

2条各項）により、その適用範囲が詳細に画されている。そこで、一般に「クレジット取引」

と言われるものであっても、例えば、次のものは対象外である。

　① 　信用購入あっせん取引につき2か月以内の1回払のもの（割賦販売及びローン提携販売

につき2か月未満又は2回以下払のもの）

　②　指定権利以外の権利に係る取引

　③ 　割賦販売及びローン提携販売の形態であっても指定商品及び指定役務以外のものに係

る取引

　また、次のものについては、割賦販売法自体の適用除外とされている。

　①　利用者が営業のために行うもの24）

　②　利用者が国外に在るもの

　③　国又は地方公共団体が行うもの

　④　一定の組合、その連合会、公務員団体、労働組合等がその構成員に対して行うもの

　⑤　事業者がその従業者に対して行うもの

　⑥　不動産を販売する契約に係るもの
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　割賦販売法では、以上のように極めて厳格かつ詳細に建て付けてその妥当性を確保してい

るが、このような厳密な定義や適用除外を民法に定めるのは適当ではなかろう。

　（2）　私法上の法律効果がないもの

　また、割賦販売法は、様々に詳細な行為規制を定めるが、その違反が必ずしも私法上の法

律効果をもたらすものとはされていない。

　例えば、割賦販売法は、極めて詳細な書面交付義務を定めるが25）、その違反は、50万円以

下の罰金刑（53条3号）や極めて限定的な場合に行政処分の対象とはなることはありえても26）、

直ちに私法上の効果をもたらすものとはしていない。

　そこで、検討委員会の【3.1.1.10】（交渉当事者の情報提供義務・説明義務）についてみるに、

抽象的かつ緩やかな要件で損害賠償義務を認めており、賛成することができない。すなわち、

【3.1.1.10】〈2〉は、一般の債務不履行よりも緩く義務違反行為と損害との因果関係を要件とす

ることなく損害賠償責任を肯定するかの命題であって、大いに問題である。しかし、仮に、

損害賠償の要件が多少厳格になったとしても、一般条項に基づく規定をこのように類型化一

般化して民法に規定することは避けるべきである。すなわち、【3.1.1.10】〈1〉は、様々な要素

を掲げて「交渉過程で為された当事者間の取り決めの存在およびその内容等に照らして、信

義誠実の原則にしたがって情報を提供し、説明をしなければならない。」として、〈2〉で前述

の損害賠償の効果を定める。我が国の現状は、消費者が世界一の要求水準を有すると評価さ

れていること、一部でモンスター化する市民の出現が社会問題となっていること、急速な法

曹人口の拡大でその就職難も社会問題となっており、以上からは、濫訴が懸念される社会状

況が醸成されつつあるということもできる。そこで、交渉過程での些細な交渉担当者の言辞

を問題とし、緩やかな要件で損害賠償を認める規定を設けることは、いよいよ濫訴の弊害が

懸念されるところである。

　（3）　私法上の法律効果を定めるもの

　他方、割賦販売法には、私法上の特別な法律効果を定めるものとして、個別信用購入あっ

せん関係受領契約の申込みの撤回（いわゆるクーリングオフ）等（35条の3の10以下）や信

用購入あっせん契約等に係る抗弁の接続規定（30条の4、35条の3の19）等がある。

　しかし、これも前述のとおり、厳密に定義された取引類型にしか適用されるものではなく、

また、前述の適用除外規定もある。

　これらに加えて、クーリングオフには、通常の個別信用購入あっせんの場合のみならず、

訪問販売又は電話勧誘販売によるものであっても、次のような木目細かい適用除外があって、
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クーリングオフを認めないこととしている（35条の3の60第4項）。

　① 　飲食店、マッサージ、カラオケボックス、葬儀等に係る役務提供取引、自動車の販売

及び自動車リース等の取引等

　②　食料品及び政令指定の消耗品等の取引

　また、次の取引も同様である（35条の3の60第3項）。

　④　株式会社以外の者が発行する新聞紙の販売

　⑤　弁護士法に基づく役務提供

　⑥ 　金融商品取引業者、宅地建物取引業者、旅行業者等、法令によって消費者保護が図ら

れている取引

　また、抗弁の接続についても、支払総額が4万円未満（リボルビング方式の場合は、詳細

な充当計算規定を伴って3万8千円未満）のものは、適用除外となって抗弁の接続が認められ

ない。

　以上のように、割賦販売法は、実に木目細かく私法上の効果を認める場合の要件を限定的

に定義し、適用除外を定め、さらに私法上の効果についても、これを詳細に規定する27）。

　割賦販売法において、抗弁の接続等という私法効果をもたらす場合について、①定義を厳

格にし、②要件（適用除外を含む。）、③法律効果を木目細かく定めている観点からすると、

検討委員会の【3.1.1.81】（複数契約の解除）や【1.5.50】（複数の法律行為の無効）の提案は、

この問題に類似する。割賦販売法のように現実に即して木目細かく検討されず、抽象的な要

件の下に、契約解除や無効という強力な私法上の効果を生じる規定を置くことに危惧を感じ

る。もし、これらの規定を設けるとしても、要件を十分に絞ることを検討するべきであると

考えるし、また、割賦販売法にみられるように、当該の法律効果を障害する事由についても、

明文化する等してバランスを取る必要があると考える。

Ⅵ. おわりに

　総論的な問題としては、法律効果のあり方として行きすぎたものであってはならないとい

う問題や約款規制を民法に導入すべきかどうかとの問題もあるが、これは別稿である程度の

ところを論じた28）。

　民法（債権法）改正に当たっては、定義、要件、効果、立証責任が正確かつ明確で、また

その社会にもたらす作用においても妥当なものとなって、世界に範たるものとなることを願

ってやまない。
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22  大江忠「第3版要件事実民法（1）総則」6頁、15頁（第一法規、平成17年11月15日）
23  クレジット・カードのショッピング枠の現金化の問題につき、山口厚「クレジットカード・ショッピン

グ枠の現金化への刑法の対応」本誌112頁
24  ただし、特定商取引法の連鎖販売個人契約及び業務提供誘引販売個人契約に該当するものは適用除外と

されない（割賦販売につき8条1項括弧書各号、信用購入あっせんにつき35条の3の60第1項1号括弧書、
同第2項1号括弧書）。

25  消費者保護の実効性が少ないものであって、過剰規制となるおそれのあるものは、行政規制のあり方と
しても避けるべきであり、そのおそれのあるものについては、法の趣旨に従った柔軟な解釈と法運用が
望まれるが、その問題は、ここではこれ以上は触れない。

26  33条の5（改善命令）の対象に間接的になる場合がありうるが、極めて限定的である（33条の2第1項10号）。
27  割賦販売法35条の3の10以下の諸規定。なお、中崎隆「改正割賦販売法におけるクーリングオフ・取消

しと三者間清算ルール」消費者信用312号36頁（きんざい、2009年3月1日）
28  拙稿「民法（債権法）改正における企業法務からの視点第1回約款の総論的な問題について」NBL934号

9頁（商事法務、2010年8月1日）
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